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各年齢層について、乗用車に対して軽自動車を運転

することにより単独事故の発生リスクが大きくなる

かどうかを検証すると（図 3）、高齢になるにつれて乗

用車と比較して軽自動車の場合に比率が高くなり、65
～74歳の年齢層では1.41、75歳以上の年齢層では 1.91
となった。他の年齢層においては 1 あるいはそれ以下

であるので全体に軽自動車を運転することによる単

独事故の危険性は高くないものの、高齢者が軽自動車

を運転する場合には高い結果となった。 
 

 
図 3 乗用車に対する軽自動車の単独事故の起こし

やすさに関する正規化比率 
 
この傾向が単独事故特有のものかあるいは他の事

故類型についても成り立つのかを調査した。年齢層

として65歳以上の高齢ドライバを取りあげて事故類

型によって乗用車に対する軽自動車の事故のリスク

が高くなるかどうかを検討した。事故類型の例とし

て人対車両の事故を取ってみると、図 2 中の ax は高

齢ドライバが乗用車を運転していて追突された件

数、bx は高齢ドライバが乗用車を運転していて人対

車両事故を起こした件数である。解析群の ay は高齢

ドライバが軽自動車を運転していて追突された件

数、by は高齢ドライバが軽自動車を運転していて人

対車両事故を起こした件数である。 

 
図 4 乗用車に対する軽自動車の事故類型別の事故

の起こしやすさに関する正規化比率 
 

各事故類型について正規化比率を求めたところ

（図 4）、全事故類型の場合には正規化比率は 0.98 で

あって、高齢ドライバであっても乗用車と比較して

軽自動車に乗車することが全体の事故のリスクを高

めることにはならないと考えられる。他の事故類型

をみても軽自動車を運転することが高いリスクには

つながらない。しかし、単独事故に関しては特に 1.74
と高い値を示し、軽自動車に高齢者が乗車した場合

に単独事故のリスクが高くなると推測される。 
以上のことより、一般に乗用車と比較して軽自動

車が事故の危険性が高いということではなく、高齢

者が軽自動車を運転するときに単独事故を起こす可

能性が高くなるという限定された結果となる。高齢

者は軽自動車を使用することが多く(6)、また、交通環

境として他車両の少ない地域で使用しているためと

推測される。 
3. ま と め 

高齢者の単独事故に関しては軽自動車運転時の件

数が多い。この点に関し、運転頻度を考慮した事故

の起こしやすさを解析したところ、軽自動車そのも

のが問題というよりは、高齢者は軽自動車を使用す

ることが多く、また、交通環境として他車両の少な

い地域で使用しているためと推測された。 
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１．はじめに 

2014 年の我が国の交通事故死者数は 4113 人であり、

その中で歩行中の死者数は 1498 人（37%）と最も多く 1)、

全死者数のうち歩行中の死者数の占める割合は近年増加

の傾向にある。更に、自転車乗員の死者数は540人（13%）

で、歩行中死者数を合わせると交通弱者（歩行者、自転

車乗員）は約 50%を占める。このような状況から交通弱

者への対策はきわめて重要な課題であり、我が国では、

歩行者保護対策として車両のボンネットを対象に歩行者

頭部を保護するための技術基準が2005年に導入された。

さらなる交通事故死者数の低減には、自転車乗員事故へ

の対策も必要と考えられる。しかし現在、自転車乗員保

護のための車両に関する技術基準は存在しない。 
他方、交通事故を大幅に減少させるためには、事故を

未然に防ぐ予防安全対策の技術が必要とされる。現在、

自動車に装着されたセンサーで歩行者や自転車乗員を検

知し、警報やブレーキ制御をかける安全装置の普及も有

望と考えられ、一部実用化されている。このような予防

安全装置を開発、または保護性能を詳細に評価する場合、

事故の特性を把握する必要がある。ただし、実事故から

の調査可能なデータは限定されるため、実事故より多く

発生するヒヤリハット（以降、ニアミスと呼称する）事

例を調べることが重要と考えられる。ニアミスデータは

車両に搭載したドライブレコーダより取得できる。そこ

で本研究では、ニアミスデータの有効性を明確にするこ

とを第一の目的とし、車両と自転車との接近状況につい

て、ニアミスと事故の特徴を比較する。次に、予防安全

装置の開発及び保護性能評価に必要となる物理的な衝突

予測時間（Time to Collision）（以降、TTC と呼称する）

を明確にすることを第二の目的とした。分析では、車両

前方に自転車が現れた際の「車両と自転車との距離」と

「車両走行速度」を調査することで TTC を求めることと

した。なお、ニアミス事象の分析では、公益社団法人自

動車技術会が保有するヒヤリハットデータベースを使用

した。 

２．車両と自転車の接近状況 

 公益財団法人交通事故総合分析センターでは、1999
年から 2003年に日本で発生した車両対自転車乗員の死亡

事故の車両と自転車の接近状況について調査している 2)。

その調査結果では、車両が直進中に自転車が道路を横断

する事例が 83%（青壮年）、90%（高齢者）と大部分を

占めることから、車両直進時の車両と自転車の接近状況

が報告されている。そこで、ここでは車両が直進する事

例に着目し、図 1 に示すように車両の移動方向に対し自

転車が横断する場合について単路を (A)、交差点を(B)、
車両の移動方向に対し自転車が平行に移動する場合を 
(C)として、接近状況を分類した。 
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図 1 車両と自転車の接近 
 
 車両と自転車との接近状況について、自転車乗員が死

亡した交通事故 2818 件 2)と、ニアミス事象 229 件を比

較した結果を図 2 に示す。死亡事故・ニアミス共に、昼

夜を問わず、車両が直進し前方の路上を自転車が横断す

る事象が最も多かった。このような結果から、ニアミス

データは事故状況を把握する上で活用可能であると考え

られる。そこで次節では、車両が直進中、自転車がその

車両前方から横断するニアミスデータ 166 件を使用し、

両者接近時の詳細状況を把握する。 
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図 2 死亡事故及びニアミス事象における車両と自転車

の接近状況 
 

３．TTC の推定 

公益社団法人自動車技術会が所有するヒヤリハット

データベースを使用し、自転車が現れた瞬間の自転車前

輪が路面に接地した位置から車両前端までの距離（自転

車と車両との距離）情報を画像から抽出した。車両走行

速度は、ドライバーが急ブレーキを踏む直前の速度情報

を抽出した。なお、TTC は、ドライバーが自転車に気づ

かずブレーキをかけない最悪の状態を想定し、車両と自

転車との距離（L）、車両走行速度（V）を用いて次式よ

り算出した。 
       TTC = L / V・・・式 (1) 
解析対象は、車両が直進中に自転車がその車両前方を

横断し、かつ、自転車前輪の距離情報が確認できる 166
件の事例とした。 ここでは、危険な接近状況を解明する

ため、自転車の飛び出しを表１に示す４つに区分する：

(1) 障害物なし (2) 建物の陰からの飛び出し (3) 駐車

車両の陰からの飛び出し (4) 移動車両の陰からの飛び

出し。ニアミスデータをそれら４つに区分したときの

TTC、車両と自転車との距離、車両走行速度の各平均値

を図 3 に示す。TTC の平均値が最も長かった条件は、(1) 
障害物なしであった（平均 3.3 秒）。この条件では、車両

走行速度は速い（平均 24.7 km/h）が、自転車までの距

離が長い（平均 19.5 m）状況であった。(2) 建物の陰か

らの飛び出し、 (4) 移動車両の陰からの飛び出しは、最

も TTC の平均値が短く（平均 1.9 秒）危険な状況である

ことが分かった。その理由として、特に車両と自転車と

の距離が短いことが要因と考えられる。 

表 1 自転車の４つの飛び出しパターン 

(1) (2) (3) (4)
障害物なし 建物の陰からの

飛び出し
駐車車両の陰
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図 3 自転車の４つの飛び出しパターン毎の TTC、車両

速度、自転車までの前方距離 
 

４．おわりに 

 車両と自転車との接近状況について、死亡事故とニア

ミスを調査した結果、いずれの事象も車両が直進し、前

方を自転車が横断する事例が最も多い傾向にあった。こ

のような結果から、ニアミスデータは事故状況を把握す

る上で活用可能であると考えられる。 
 ニアミス事象において車両が直進し自転車が横断する

ケースに着目し衝突予測時間（TTC）を算出した結果、

建物の陰から飛び出すパターン及び移動車両の陰から飛

び出すパターンにおける TTC が最も短かった（平均 1.9
秒）。本分析結果が自転車検知型被害軽減装置の開発や保

護性能評価手法に反映されることが期待される。 
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⑤ ドライバ異常時対応システムに関する調査 
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１．はじめに 

近年、運転中のドライバの健康異常に起因する交通

事故が発生しており，社会的関心も高まっている。国

土交通省が主体となり、先進安全自動車（Advanced 
Safety Vehicle、以下 ASV とする）に関する技術の開

発及び普及について産学官連携で進めている第５期

ASV 推進計画では、突発的なドライバの異常を検知

して自動車を減速・停止させるドライバ異常時対応シ

ステムの検討が行われている。 
ドライバ異常時対応システムが作動した場合、例え

ば高速道路の本線等で車両が停止するケースも想定

される。このような場合、後方を走行する車両が当該

車両へ追突するなどの二次的な被害を防ぐため、シス

テムの作動によって車両が停車することを周囲へ報

知する手法や当該車両を減速させる手法等について

十分に検討する必要がある。 
そこで、本調査では、第５期 ASV 推進計画におけ

るドライバ異常時対応システムの検討に貢献するこ

とを目的とし、ドライビングシミュレータ（以下、DS
とする）を用いて、一般のドライバを対象とした実験

を行った。本実験では、高速道路を運転中に前方を走

行する車両のドライバ異常時対応システムが作動し、

周囲への報知とともに前方車両が減速・停止する場面

におけるドライバの認知及び行動について評価した。 
  

２．実験方法 
２．１．実験に使用した DS 及び実験参加者の構成 

 図１に実験に使用した DS を示す。実際の小型乗用

車の車体を使用しており、運転席及び操作系について

は実車と同等である。また、マルチスクリーンにより

運転席に座った状態での水平方向の視野角は 216 度
確保される。そのため、他車両に注意を払いながら高

速道路を走行する際の運転環境を現実と近い形で再

現することが可能である。 
実験参加者は、日常的に運転を行う 30 代～50 代の 

男女とし、12 名（男性６名、女性６名）について、解

析に使用可能な実験データを取得した。なお、実験は 
当研究所の実験倫理規程に従って行うとともに、イン 

フォームドコンセントを実施した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２．２．実験場面及び実験仕様について 

 本実験では、実験参加者が運転する車両（以下、自

車とする）が高速道路の走行車線上を、前方を約

100km/h で走行するバスに追従しながら走行してい

る間に、前方バスのドライバ異常時対応システムが作

動し，高速道路の本線上でバスが減速・停止する。実

験参加者はブレーキ操作によってバスとの衝突を回

避することとした。表１に前方のバスの減速度及び報

知の仕様を示す。また、図２に報知を行っている時の

DS のスクリーン画像の例を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３．実験結果 

３．１．報知の方法による運転行動への影響 

 図３は表１の仕様１～仕様５について、前方のバス

が減速を開始した後のバスと自車の接近状況を比較

するため、両車の車間距離を相対速度で割った衝突予 
測時間（Time To Collision、以下、TTC とする）の最 

図１ 実験に使用した DS 

表１ 前方のバスの減速度及び報知の仕様 

ハザードラン
プ

点滅

「緊急停止」
表示

警音器

仕様1 4 × × × ×

仕様2 4 ○ × × ×

仕様3 4 ○ × × ○

仕様4 4 ○ ○ × ×

仕様5 4 ○ × ○ ×

仕様6 2.45 ○ × × ×

仕様7 2.45→4 ○ × × ×

仕様8 1 ○ × × ×

前方バス
減速度

[m/s2]

報知の仕様 事前報知
（ハザード
ランプ）
（3.2秒
前）


